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新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律案 法令・法案動向 

 

○新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正す

る法律案〔法令・法案動向〕                    

 
 

＜法律案の内容＞                                           

３月１０日に閣議決定された新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を

改正する法律案（以下単に「法律案」といいます。）の内容が公表されました。 

その内容は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）

の附則に次の事項を定める特例規定を加えるものとなっており、改正法（法律案

の内容となっている一部改正法のこと。以下同じ。）の公布日の翌日から施行す

ることとされています（３月１３日成立の見通しであり、成立後速やかに公布さ

れる予定）。実際の条文は下掲のとおりです。 

① 改正法の施行日から最長２年間は、今般の新型コロナウイルス感染症を新

型インフルエンザ等対策特別措置法第２条第１号に規定する新型インフル

エンザ等とみなして同法及び同法に基づく命令の規定を適用することとす

る。 

② 新型インフルエンザ等対策特別措置法第１４条の厚生労働大臣の内閣総

理大臣に対する新型インフルエンザ等の発生等に関する報告義務の要件に

ついて、今般の新型コロナウイルス感染症についての読替えを定める。 

③ 現に策定されている行動計画等に定められている新型インフルエンザ等

に関する事項は、今般の新型コロナウイルス感染症を含む新型インフルエン

ザ等に関する事項として行動計画等に定められているものとみなす。 

 

 

■法律案 
 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号）の一部を次のよ

うに改正する。 

附則第一条の次に次の一条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に関する特例） 
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第一条の二 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウ

イルス（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能

力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。第三項において

同じ。）については、新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律（令

和二年法律第 号。同項において「改正法」という。）の施行の日から起算して二年を

超えない範囲内において政令で定める日までの間は、第二条第一号に規定する新型イ

ンフルエンザ等とみなして、この法律及びこの法律に基づく命令（告示を含む。）の規

定を適用する。 

２ 前項の場合におけるこの法律の規定の適用については、第十四条中「とき」とあるの

は、「とき（新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウ

イルス（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能

力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。）にあっては、そ

のまん延のおそれが高いと認めるとき）」とする。 

３ 前項に定めるもののほか、第一項の場合において、改正法の施行前に作成された政府

行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計画及び業務計画（以下この項において「行

動計画等」という。）に定められていた新型インフルエンザ等に関する事項は、新型コ

ロナウイルス感染症を含む新型インフルエンザ等に関する事項として行動計画等に定

められているものとみなす。 

附 則 

この法律は、公布の日の翌日から施行する。 

 

出所：内閣官房 HP 国会提出法案（第 201 回通常国会） 

■参照条文 

新型インフルエンザ等対策特別措置法 （抄） 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 新型インフルエンザ等 感染症法第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等感染症及び同

条第九項に規定する新感染症（全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限る。）をいう。 

二～七 （略） 

 

 

（新型インフルエンザ等の発生等に関する報告） 

第十四条 厚生労働大臣は、感染症法第四十四条の二第一項又は第四十四条の六第一項の規定により

新型インフルエンザ等が発生したと認めた旨を公表するときは、内閣総理大臣に対し、当該新型イ

ンフルエンザ等の発生の状況、当該新型インフルエンザ等にかかった場合の病状の程度その他の必

要な情報の報告をしなければならない。 
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＜新型インフルエンザ等対策特別措置法の内容＞                        

法律案が成立し、改正法が施行された場合には、今般の新型コロナウイルス感

染症について新型インフルエンザ等対策特別措置法を適用して対処していくこ

とになります。同法には市町村がなすべき事務についても規定されていますの

で、その内容を把握しておく必要があります。 

平成２４年６月２９日リリースの法令トピックス記事「新型インフルエンザ

等対策特別措置法〔例規整備〕」では、新型インフルエンザ等対策特別措置法の

うち、市町村に関係する事項についての概要を紹介していますので、以下に再掲

します（新型インフルエンザ等対策特別措置法は制定以後数次の改正が行われ

ていますが、いずれも他法改正に伴うものであり、再掲する記事の内容に影響は

ありません。）。 

また、内閣官房のホームページ（https://www.cas.go.jp/jp/influenza/120511h

ouritu.html）では、新型インフルエンザ等対策特別措置法や同法施行令の条文、

概要、通知等が掲載されていますので、そちらも併せてご覧ください。 

 

 

■新型インフルエンザ等対策特別措置法の概要（市町村関係部分のみ） 

※ 平成 24年 6月 29日リリースの法令トピックス記事の再掲 
 

１ 地方公共団体の責務 

  地方公共団体は、新型インフルエンザ等（感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第７項に規定する新型インフルエ

ンザ等感染症及び同条第９項に規定する新感染症（全国的かつ急速なまん延のおそれ

のあるものに限ります。）をいいます。以下同じ。）が発生したときは、政府対策本部が

策定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエンザ等対策を

的確かつ迅速に実施する等の責務を有することとされました。（第３条関係） 

 

２ 基本的人権の尊重 

  新型インフルエンザ等対策を実施する場合において、国民の自由と権利に制限が加

えられるときであっても、その制限は当該新型インフルエンザ等対策を実施するため

必要最小限のものでなければならないこととされました。（第５条関係） 

 

３ 市町村行動計画 

 (１) 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、市町村行動計画を作成するものとされ

ました。 
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 (２) 市町村行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとされまし

た。 

  ① 当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事

項 

  ② 市町村が実施する次に掲げる措置に関する事項 

   ・ 新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法による

提供 

   ・ 住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止

に関する措置 

   ・ 生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

  ③ 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

  ④ 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関

との連携に関する事項 

  ⑤ ①から④までに掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る新型インフルエン

ザ等対策に関し市町村長が必要と認める事項 

 (３) 市町村長は、市町村行動計画を作成し、又は変更する場合において、他の地方公

共団体と関係がある事項を定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴か

なければならないこととされました。 

 (４) 市町村長は、市町村行動計画を作成し、又は変更したときは、都道府県知事に報

告しなければならないこととされました。 

 (５) 市町村長は、市町村行動計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、これを

議会に報告するとともに、公表しなければならないこととされました。 

 (６) 市町村長は、市町村行動計画を作成し、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなけ

ればならないこととされました。 

 (７) 市町村長は、市町村行動計画を作成し、又は変更するため必要があると認めると

きは、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機

関（以下「地方公共団体の長等」といいます。）、指定公共機関、指定地方公共機関そ

の他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めるこ

とができることとされました。 

（第８条関係） 

 

４ 物資及び資材の備蓄等 
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  地方公共団体の長等は、その所掌事務又は業務に係る新型インフルエンザ等対策の

実施に必要な医薬品その他の物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、又は新

型インフルエンザ等対策の実施に必要なその管理に属する施設及び設備を整備し、若

しくは点検しなければならないこととされました。（第１０条関係） 

 

５ 訓練 

 (１) 地方公共団体の長等は、新型インフルエンザ等対策についての訓練を行うよう

努めなければならないこととされました。 

 (２) 地方公共団体の長等は、訓練を行おうとするときは、住民その他関係のある公私

の団体に協力を要請することができることとされました。 

（第１２条関係） 

 

６ 知識の普及等 

  国及び地方公共団体は、新型インフルエンザ等の予防及びまん延の防止に関する知

識を普及するとともに、新型インフルエンザ等対策の重要性について国民の理解と関

心を深めるため、国民に対する啓発に努めなければならないこととされました。（第１

３条関係） 

 

７ 都道府県対策本部長への意見の申出 

  関係市町村の長その他の執行機関は、当該関係市町村が実施する新型インフルエン

ザ等対策に関して都道府県対策本部長が行う総合調整に関し、当該都道府県対策本部

長に対して意見を申し出ることができることとされました。（第２４条関係） 

 

８ 指定公共機関及び指定地方公共機関の応援の要求 

  地方公共団体の長は、指定公共機関又は指定地方公共機関から、その業務に係る新型

インフルエンザ等対策を実施するため特に必要があると認めるときに求められた労

務、施設、設備又は物資の確保の応援を、正当な理由がない限り、拒んではならないこ

ととされました。（第２７条関係） 

 

９ 特定接種 

 (１) 厚生労働大臣は、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するた

め緊急の必要があると認めるときに行われる政府対策本部長からの指示により、新

型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対して臨時に行う先行的予防

接種（以下「特定接種」といいます。）を行うよう、市町村長に指示することとされ
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ました。 

 (２) 市町村長は、厚生労働大臣から、特定接種並びに医療の提供の業務又は国民生活

及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者の登録の円滑な実施のために労務

又は施設の確保その他の必要な協力を求められたときは、正当な理由がない限り、拒

んではならないこととされました。 

 (３) 市町村長が行う特定接種は、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第６条第１

項の規定による予防接種とみなして、同法の規定を適用することとされました。 

（第２８条関係） 

 (４) 市町村長は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、医療関係者に対し

特定接種の実施に関する必要な協力の要請又は指示を行うよう、都道府県知事に対

して求めることができることとされました。（第３１条関係） 

 

１０ 市町村対策本部 

 (１) 新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされたときは、市町村長は、直ちに、市町

村対策本部を設置しなければならないこととされました。（第３４条関係） 

 (２) 市町村対策本部長には市町村長をもって充てる等、市町村対策本部の組織につ

いて定められました。（第３５条関係） 

 (３) 市町村対策本部長は、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る新型イン

フルエンザ等緊急事態措置に関する総合調整を行うことができる等、市町村対策本

部長の権限について定められました。（第３６条関係） 

 (４) 市町村長は、新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言がされたときは、遅滞な

く、市町村対策本部を廃止するものとされました。（第３７条において準用する第２

５条関係） 

 (５) (１)から(４)までに規定するもののほか、市町村対策本部に関し必要な事項は、

市町村の条例で定めることとされました。（第３７条において準用する第２６条関

係） 

 

１１ 特定都道府県知事による代行 

  その区域の全部又は一部が新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき区域内

にある市町村（以下「特定市町村」といいます。）の長（以下「特定市町村長」といい

ます。）は、新型インフルエンザ等のまん延により特定市町村がその全部又は大部分の

事務を行うことができなくなったと認めるときは、当該特定市町村の属する都道府県

（以下「特定都道府県」といいます。）の知事（以下「特定都道府県知事」といいます。）

に対し、当該特定市町村長が実施すべき当該特定市町村の区域に係る新型インフルエ
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ンザ等緊急事態措置の全部又は一部の実施を要請することができることとされまし

た。（第３８条関係） 

 

１２ 他の市町村の長その他の執行機関に対する応援の要求 

  特定市町村長その他の執行機関（以下「特定市町村長等」といいます。）は、当該特

定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要がある

と認めるときは、他の市町村の長その他の執行機関に対し、応援を求めることができる

こととされました。（第３９条関係） 

 

１３ 特定都道府県知事等に対する応援の要求 

  特定市町村長等は、当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措

置を実施するため必要があると認めるときは、特定都道府県知事その他の執行機関に

対し、応援を求めることができることとされました。（第４０条関係） 

 

１４ 事務の委託の手続の特例 

  特定市町村は、当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を

実施するため必要があると認めるときは、その事務又は特定市町村長等の権限に属す

る事務の一部を他の地方公共団体に委託して、当該他の地方公共団体の長等にこれを

管理し、及び執行させることができることとされました。（第４１条関係） 

 

１５ 職員の派遣 

 (１) 特定市町村長等は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため必要があ

るときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定指定公共機関

に対し、当該指定行政機関若しくは指定地方行政機関又は特定指定公共機関の職員

の派遣を要請することができることとされました。（第４２条関係） 

 (２) 地方公共団体の長等は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１

７第１項の規定による職員派遣の求めがあったときは、その所掌事務の遂行に著し

い支障のない限り、適任と認める職員を派遣しなければならないこととされました。

（第４３条関係） 

 (３) 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３２条の規定は、新型インフル

エンザ等緊急事態措置の実施のため派遣された職員の身分取扱いについて準用する

こととされ、市町村は、当該職員に対し、新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を

支給することができることとされました。（第４４条関係） 
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１６ 住民に対する予防接種 

 (１) 政府対策本部が、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ

等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民生活及び国民経済の安定

が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認め、基本的対処方針

を変更し、予防接種法第６条第１項の規定による予防接種の対象者及び期間を定め

た場合は、市町村長は、臨時に予防接種を行うこととされました。 

 (２) 市町村長は、予防接種の円滑な実施のため必要があると認めるときは、指定行政

機関の長及び都道府県知事に対して、物資の確保その他の必要な協力を求めること

ができることとされました。 

（第４６条関係） 

 

１７ 物資及び資材の供給の要請 

  特定市町村長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等緊

急事態措置の実施に当たって、その備蓄する物資又は資材が不足し、新型インフルエン

ザ等緊急事態措置を的確かつ迅速に実施することが困難であると認めるときは、特定

都道府県知事に対し、必要な物資又は資材の供給について必要な措置を講ずるよう要

請することができることとされました。（第５０条関係） 

 

１８ 備蓄物資等の供給に関する相互協力 

  指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並びに指定公共

機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、その備蓄する

物資及び資材の供給に関し、相互に協力するよう努めなければならないこととされま

した。（第５１条関係） 

 

１９ 水の安定的な供給 

  水道事業者、水道用水供給事業者及び工業用水道事業者である市町村は、新型インフ

ルエンザ等緊急事態において、その市町村行動計画で定めるところにより、水を安定的

かつ適切に供給するため必要な措置を講じなければならないこととされました。（第５

２条関係） 

 

２０ 生活関連物資等の価格の安定等 

  地方公共団体の長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、国民生活との関連性

が高い物資若しくは役務又は国民経済上重要な物資若しくは役務の価格の高騰又は供

給不足が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、市町村行動計画で定めるところによ
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り、生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律（昭和４８年

法律第４８号）、国民生活安定緊急措置法（昭和４８年法律第１２１号）、物価統制令

（昭和２１年勅令第１１８号）その他法令の規定に基づく措置その他適切な措置を講

じなければならないこととされました。（第５９条関係） 

 

２１ 新型インフルエンザ等緊急事態措置等に要する費用の支弁 

  法令に特別の定めがある場合を除き、新型インフルエンザ等緊急事態措置その他こ

の法律の規定に基づいて実施する措置に要する費用は、その実施について責任を有す

る者が支弁することとされました。（第６５条関係） 

 

２２ 特定都道府県知事が特定市町村長の措置を代行した場合の費用の支弁 

  特定都道府県知事が特定市町村の新型インフルエンザ等緊急事態措置を代行した場

合において、当該特定市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなる

前に当該特定市町村長が実施した新型インフルエンザ等緊急事態措置のために通常要

する費用で、当該特定市町村に支弁させることが困難であると認められるものについ

ては、当該特定市町村の属する特定都道府県が支弁することとされました。（第６６条

関係） 

 

２３ 他の地方公共団体の長等の応援に要する費用の支弁 

 (１) １２又は１３の他の地方公共団体の長等の応援を受けた特定市町村長等の属す

る特定市町村は、当該応援に要した費用を支弁しなければならないこととされまし

た。 

 (２) 当該応援を受けた特定市町村長等の属する特定市町村が当該費用を支弁するい

とまがないときは、当該特定市町村は、当該応援をする他の地方公共団体の長等が属

する地方公共団体に対し、当該費用を一時的に立て替えて支弁するよう求めること

ができることとされました。 

（第６７条関係） 

 

２４ 特定市町村長が特定都道府県知事の措置の実施に関する事務の一部を行う場合の

費用の支弁 

 (１) 特定市町村長が特定都道府県知事の権限に属する措置の実施に関する事務の一

部を行うこととしたときは、特定都道府県は、当該特定市町村長による当該措置の実

施に要する費用を支弁しなければならないこととされました。 

 (２) 特定市町村長が特定都道府県知事の権限に属する措置の実施に関する事務の一
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部を行うこととしたとき、又は特定都道府県が当該措置の実施に要する費用を支弁

するいとまがないときは、特定都道府県知事は、特定市町村に当該措置の実施に要す

る費用を一時的に立て替えて支弁させることができることとされました。 

（第６８条関係） 

 

２５ 国の負担 

 (１) １６(１)の臨時の住民に対する予防接種について、読み替えて適用する予防接

種法第２１条の規定により市町村が支弁する当該予防接種を行うための費用及び当

該予防接種に係る同法第１１条第１項の規定による給付に要する費用に対して、国

は、次の額を負担することとされました。 

① 当該費用の総額が、政府対策本部が設置された年の４月１日の属する会計年度

（当該年度）における当該市町村の標準税収入の１００分の１に相当する額以下

の場合は、当該費用の総額の１００分の５０に相当する額 

② 当該費用の総額が当該年度における当該市町村の標準税収入の１００分の１に

相当する額を超える場合は、アからウまでに掲げる額の合計額 

ア 当該費用の総額のうち当該年度における当該市町村の標準税収入の１００

分の１の部分の額の１００分の５０に相当する額 

イ 当該費用の総額のうち当該年度における当該市町村の標準税収入の１００

分の１を超え、１００分の２以下の部分の額の１００分の８０に相当する額 

ウ 当該費用の総額のうち当該年度における当該市町村の標準税収入の１００

分の２を超える部分の額の１００分の９０に相当する額 

（第６９条関係） 

 (２) 国は、（１）のほか、予防接種の実施その他新型インフルエンザ等緊急事態に対

処するために地方公共団体が支弁する費用に対し、必要な財政上の措置を講ずるも

のとすることとされました。（第７０条関係） 

 
 

 


